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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

中間連結会計期間
第71期

中間連結会計期間
第70期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (千円) 40,985,407 42,561,656 91,059,805

経常利益 (千円) 2,412,966 2,437,728 5,585,900

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 1,537,570 1,504,668 3,657,766

中間包括利益又は包括利益 (千円) 1,900,907 1,387,939 4,357,026

純資産額 (千円) 34,486,404 37,421,058 36,730,747

総資産額 (千円) 57,617,476 62,315,986 64,630,362

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 181.67 177.93 432.34

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 56.09 56.37 53.27

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,857,233 3,942,630 1,935,562

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 157,081 △1,020,034 2,659

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △538,460 △703,629 △750,235

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 18,431,354 20,362,451 18,143,485

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

① 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国経済は、インフラ整備の工事拡大や旺盛なインバウンド需要の増加などに

より、景気は緩やかな持ち直し傾向が見られました。一方で、円安による原材料価格や資源価格の高騰、物価上

昇などコスト負担の増加に加え、中東などの地政学リスクもあり、今後も先行き不透明な状況が続くと思われま

す。

このような状況の下、当社グループは、「常に時代に対応し、新たな価値を創造しつづける企業グループ」を

目指し、持続的な成長と更なる企業価値の向上を図るべく事業展開をしております。

当中間連結会計期間における連結成績は、売上高425億61百万円(前年同期比3.8％増)、経常利益24億37百万円

(前年同期比1.0％増)、親会社株主に帰属する中間純利益は、15億４百万円(前年同期比2.1％減)となりました。

親会社株主に帰属する中間純利益が前期比減少しているのは、前中間連結会計期間において特別利益70百万円

（投資有価証券売却益）があったためです。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

(マテリアルイノベーションズカンパニー)

電設資材事業は、省エネリニューアル需要による高圧受電設備及び設備用エアコンの販売が好調でした。また、

ケーブル銅ベースの高値が売り上げを押し上げ、前期を上回る売上高となりました。

建設資材事業は、東京、栃木、茨城エリアにおいて低調な推移となりましたが、埼玉、千葉エリアにおいては

堅調に推移したため、前期を上回る売上高となりました。

情報ソリューション事業は、情報通信工事が本社及びつくば・千葉エリアで堅調に推移し、情報インフラ関連

は文教と官庁向けＰＣが順調に推移したことにより、前期を上回る売上高となりました。

コンクリート圧送は、受注が順調に推移し前期を上回る売上高となりました。

この結果、売上高は239億59百万円(前年同期比7.5％増)となりました。

(インフラソリューションズカンパニー)

機器制御事業は、医療機器関連、半導体関連、物流関連を中心に主力製品の販売や設備投資案件が堅調に推移

し、前期を上回る売上高となりました。

総合建築事業は、本社、東京、東北、名古屋エリアで堅調に推移したものの着工の延期などの影響により前期

を下回る売上高となりました。

環境エネルギー事業は前期にありました大型案件の反動により前期を下回る売上高となりました。

設備システム事業は、本社および新規出店した埼玉エリアで堅調な推移となり前期を上回る売上高となりまし

た。

この結果、売上高は142億49百万円(前年同期比0.2％減)となりました。

(コマツ栃木)

土木建設機械事業は、新車販売を中心に前年度売上は順調に増加しましたが、今期はその反動と県内公共投資

や土木工事の低調も重なり、サービスメンテナンスも含め、前期を下回る売上高となりました。

この結果、売上高は34億47百万円(前年同期比3.0％減)となりました。

(その他)

再生可能エネルギー発電は、天候等の影響がありつつも前期並みの売上高になりました。路面切削工事は、受

注が堅調に推移し、前期を上回る売上高になりました。計測機器等の販売は、受注が堅調に推移し、前期を上回

る売上高になりました。

この結果、売上高は９億６百万円(前年同期比6.0％増)となりました。



財政状態の状況は、次のとおりであります。

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ23億14百万円減少し、623億15百万円となりまし

た。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ26億61百万円減少し、477億24百万円となりました。これは、受取手形、

売掛金及び契約資産が減少したことが主な要因であります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ３億46百万円

増加し、145億91百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ30億52百万円減少し、221億38百万円となりました。これは、支払手形及

び買掛金が減少したことが主な要因であります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ47百万円増加し、27億56

百万円となりました。純資産は、前連結会計年度末に比べ６億90百万円増加し、374億21百万円となりました。

② キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末より22億18百

万円増加し、203億62百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動による資金の収入は、39億42百万円(前年同期は18億57百万円の収入)と

なりました。これは主に売上債権の減少によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動による資金の支出は、10億20百万円(前年同期は１億57百万円の収入)と

なりました。これは主に投資有価証券の取得による支出によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動による資金の支出は、７億３百万円(前年同期は５億38百万円の支出)と

なりました。これは主に配当金の支払によるものであります。

③ 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

④ 研究開発活動

該当事項はありません。

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

当社グループは、AIやIoT、超高速通信技術により実現される「効率的でスマートな社会のインフラを支える」を

キーワードとした事業の創出、既存事業の延長線上にある潜在的な「ストック型のビジネスの拡大強化」を重点戦

略とし、また「首都圏エリアにおけるシェア拡大」「財務力・信用力を活かしたＭ＆Ａの推進」を成長戦略とし、

これらを事業戦略の両輪として、セグメント間の連携強化とそれらに対応できる人材育成を行い中長期における連

結売上高1,000億円、連結経常利益率５％超を目標として事業を展開しております。

この結果、当社グループの当中間連結会計期間の経営成績は、連結売上高425億61百万円(前年同期比3.8％増)、

連結営業利益20億85百万円(前年同期比1.9％減)、連結経常利益24億37百万円(前年同期比1.0％増)となりました。

特別損益につきましては、特別利益16百万円(投資有価証券売却益16百万円)を計上し、親会社株主に帰属する中間

純利益は15億４百万円(前年同期比2.1％減)となりました。

セグメントごとの財政状態、経営成績に関する認識及び分析・検討内容は、「(1) 経営成績等の状況の概要 ①

財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,010,000 10,010,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数 100株

計 10,010,000 10,010,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年４月１日～
2024年９月30日

－ 10,010,000 － 1,883,650 － 2,065,090



(5) 【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

藤井 昌一 栃木県宇都宮市 971 11.48

藤和コンサル㈱ 栃木県宇都宮市平出工業団地41－３ 915 10.81

藤井産業取引先持株会 栃木県宇都宮市平出工業団地41－３ 767 9.07

藤井 幸子 栃木県宇都宮市 610 7.21

㈱足利銀行 栃木県宇都宮市桜４－１－25 394 4.66

小林 保子 東京都目黒区 366 4.33

㈱群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194番地 308 3.64

杉本電機産業㈱ 神奈川県川崎市川崎区渡田向町６－５ 300 3.54

藤井産業社員持株会 栃木県宇都宮市平出工業団地41－３ 294 3.48

INTERACTIVE BROKERS LLC
（常任代理人 インタラクティ

ブ・ブローカーズ証券株式会
社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,
CONNECTICUT 06830 USA
（東京都千代田区霞が関３丁目２番５号）

254 3.01

計 － 5,183 61.22

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,542,400

－
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,463,900 84,639 同上

単元未満株式 普通株式 3,700 － 同上

発行済株式総数 10,010,000 － －

総株主の議決権 － 84,639 －

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式79株が含まれております。



② 【自己株式等】

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式)
藤井産業株式会社

栃木県宇都宮市
平出工業団地41－３

1,542,400 － 1,542,400 15.41

計 － 1,542,400 － 1,542,400 15.41

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,143,485 20,362,451

受取手形、売掛金及び契約資産 ※ 25,351,174 19,731,967

商品 3,497,643 3,183,367

未成工事支出金 1,114,891 1,282,078

原材料及び貯蔵品 8,059 7,864

その他 2,360,942 3,226,190

貸倒引当金 △90,843 △69,915

流動資産合計 50,385,354 47,724,004

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,709,061 2,626,774

機械装置及び運搬具（純額） 2,336,174 2,235,640

土地 3,183,449 3,183,449

その他（純額） 767,279 1,186,348

有形固定資産合計 8,995,965 9,232,212

無形固定資産

のれん 84,369 60,263

その他 67,793 63,457

無形固定資産合計 152,162 123,721

投資その他の資産

投資有価証券 3,630,180 3,849,285

その他 1,596,334 1,514,473

貸倒引当金 △129,634 △127,711

投資その他の資産合計 5,096,880 5,236,047

固定資産合計 14,245,007 14,591,981

資産合計 64,630,362 62,315,986
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 17,128,433 14,040,489

短期借入金 1,000,000 1,000,000

未払法人税等 1,259,484 915,757

契約負債 3,327,167 4,321,232

賞与引当金 1,079,300 945,130

役員賞与引当金 138,600 71,575

工事損失引当金 － 3,200

1年内償還予定の社債 6,000 －

その他 1,252,321 841,452

流動負債合計 25,191,306 22,138,837

固定負債

社債 60,000 60,000

役員退職慰労引当金 25,839 28,619

退職給付に係る負債 997,431 1,003,322

その他 1,625,036 1,664,148

固定負債合計 2,708,307 2,756,090

負債合計 27,899,614 24,894,927

純資産の部

株主資本

資本金 1,883,650 1,883,650

資本剰余金 2,075,687 2,075,627

利益剰余金 30,409,424 31,279,025

自己株式 △970,478 △970,581

株主資本合計 33,398,283 34,267,722

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 999,194 825,352

退職給付に係る調整累計額 33,217 33,047

その他の包括利益累計額合計 1,032,411 858,399

非支配株主持分 2,300,052 2,294,936

純資産合計 36,730,747 37,421,058

負債純資産合計 64,630,362 62,315,986
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

売上高 40,985,407 42,561,656

売上原価 34,065,957 35,401,759

売上総利益 6,919,449 7,159,896

販売費及び一般管理費 ※ 4,794,025 ※ 5,074,266

営業利益 2,125,423 2,085,629

営業外収益

受取利息 2,947 2,871

受取配当金 56,377 64,204

仕入割引 136,760 145,135

受取賃貸料 25,047 30,721

持分法による投資利益 15,936 25,240

貸倒引当金戻入額 1,175 22,851

その他 84,714 97,705

営業外収益合計 322,959 388,731

営業外費用

支払利息 6,220 16,111

賃貸費用 7,400 8,059

保守補償費用 12,691 4,679

その他 9,105 7,783

営業外費用合計 35,417 36,633

経常利益 2,412,966 2,437,728

特別利益

投資有価証券売却益 70,280 16,860

特別利益合計 70,280 16,860

税金等調整前中間純利益 2,483,247 2,454,589

法人税等 841,959 856,352

中間純利益 1,641,288 1,598,236

非支配株主に帰属する中間純利益 103,717 93,568

親会社株主に帰属する中間純利益 1,537,570 1,504,668
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

中間純利益 1,641,288 1,598,236

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 259,291 △210,768

退職給付に係る調整額 397 △170

持分法適用会社に対する持分相当額 △68 642

その他の包括利益合計 259,619 △210,296

中間包括利益 1,900,907 1,387,939

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 1,736,611 1,330,656

非支配株主に係る中間包括利益 164,296 57,283
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,483,247 2,454,589

減価償却費 351,814 352,539

のれん償却額 24,105 24,105

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,315 △22,851

賞与引当金の増減額（△は減少） △183,493 △134,169

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △56,075 △67,025

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 30,849 5,645

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △193,652 2,780

受取利息及び受取配当金 △59,325 △67,076

支払利息 6,220 16,111

持分法による投資損益（△は益） △15,936 △25,240

売上債権の増減額（△は増加） 3,319,148 5,619,207

棚卸資産の増減額（△は増加） △438,739 147,284

仕入債務の増減額（△は減少） △3,543,893 △3,087,944

投資有価証券売却損益（△は益） △70,280 △16,860

工事損失引当金の増減額（△は減少） 2,990 3,200

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,218,862 552,178

その他 △282,543 △760,119

小計 2,591,982 4,996,355

利息及び配当金の受取額 60,369 68,120

利息の支払額 △6,219 △16,390

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △788,898 △1,105,454

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,857,233 3,942,630

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △100,076 △508,706

投資有価証券の取得による支出 △11,182 △508,778

投資有価証券の売却による収入 269,226 146

無形固定資産の取得による支出 △861 △5,166

その他 △24 2,468

投資活動によるキャッシュ・フロー 157,081 △1,020,034

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △12,117 －

長期借入れによる収入 11,376 －

長期借入金の返済による支出 △68,259 －

社債の償還による支出 △6,000 △6,000

自己株式の取得による支出 △78 △102

配当金の支払額 △423,381 △635,066

非支配株主への配当金の支払額 △40,000 △62,400

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △60

財務活動によるキャッシュ・フロー △538,460 △703,629

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,475,855 2,218,965

現金及び現金同等物の期首残高 16,955,498 18,143,485

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 18,431,354 ※ 20,362,451
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【注記事項】

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

(中間連結貸借対照表関係)

※ 中間連結会計期間末日満期手形

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものと

して処理しております。また、債務引受一括決済取引により当社グループに対する債権者より株式会社足利銀行に

譲渡された債権(当社グループの買掛金)についても、期日に決済が行われたものとして処理しております。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

受取手形及び売掛金 444,176千円 －千円

支払手形及び買掛金 85,681 －

(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

従業員給与手当 1,928,478千円 2,012,961千円

賞与引当金繰入額 728,522 781,115

役員賞与引当金繰入額 51,924 71,575

退職給付費用 39,575 37,562

確定拠出年金掛金 65,434 64,672

役員退職慰労引当金繰入額 5,646 2,780

減価償却費 120,000 98,931

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金勘定 18,431,354千円 20,362,451千円

現金及び現金同等物 18,431,354千円 20,362,451千円



― 8 ―

(株主資本等関係)

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 423,381 50 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月13日
取締役会

普通株式 211,689 25 2023年９月30日 2023年11月30日 利益剰余金

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 635,066 75 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月13日
取締役会

普通株式 211,688 25 2024年９月30日 2024年11月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計マテリアル
イノベーションズ

カンパニー

インフラ
ソリューションズ

カンパニー
コマツ栃木 計

売上高

北関東エリア 15,897,635 8,943,204 3,555,213 28,396,053 737,162 29,133,215

首都圏エリア 5,906,630 3,068,553 － 8,975,184 － 8,975,184

東北エリア 493,016 1,123,470 － 1,616,487 － 1,616,487

その他 － 1,143,203 － 1,143,203 117,316 1,260,520

顧客との契約か
ら生じる収益

22,297,283 14,278,431 3,555,213 40,130,928 854,479 40,985,407

外部顧客への売
上高

22,297,283 14,278,431 3,555,213 40,130,928 854,479 40,985,407

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

18,498 18,437 911 37,846 2,921 40,768

計 22,315,781 14,296,868 3,556,124 40,168,774 857,400 41,026,175

セグメント利益 1,010,471 803,867 372,790 2,187,129 226,557 2,413,687

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、再生可能エネルギー発電事業、

路面切削事業等を含んでおります。

２ 北関東エリアは、茨城県、栃木県、群馬県における売上高であります。

３ 首都圏エリアは、埼玉県、東京都、千葉県における売上高であります。

４ 東北エリアは、宮城県、福島県における売上高であります。

５ その他は、上記エリア以外における売上高であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 2,187,129

「その他」の区分の利益 226,557

持分法による投資利益 15,936

配賦不能全社損益(注) △11,466

その他の調整額 △5,190

中間連結損益計算書の経常利益 2,412,966

(注) 配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社コーポレート本部の一般管理費及び営業外損益で

あります。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計マテリアル
イノベーションズ

カンパニー

インフラ
ソリューションズ

カンパニー
コマツ栃木 計

売上高

北関東エリア 16,327,731 8,487,698 3,447,306 28,262,735 788,319 29,051,055

首都圏エリア 7,093,999 3,274,850 － 10,368,849 － 10,368,849

東北エリア 537,450 1,254,072 － 1,791,523 － 1,791,523

その他 － 1,232,447 － 1,232,447 117,780 1,350,228

顧客との契約か
ら生じる収益

23,959,181 14,249,068 3,447,306 41,655,556 906,100 42,561,656

外部顧客への売
上高

23,959,181 14,249,068 3,447,306 41,655,556 906,100 42,561,656

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

52,277 2,984 1,581 56,842 2,957 59,800

計 24,011,458 14,252,052 3,448,887 41,712,399 909,057 42,621,456

セグメント利益 1,298,367 557,778 338,799 2,194,945 231,992 2,426,937

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、再生可能エネルギー発電事業、

路面切削事業等を含んでおります。

２ 北関東エリアは、茨城県、栃木県、群馬県における売上高であります。

３ 首都圏エリアは、埼玉県、東京都、千葉県における売上高であります。

４ 東北エリアは、宮城県、福島県における売上高であります。

５ その他は、上記エリア以外における売上高であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 2,194,945

「その他」の区分の利益 231,992

持分法による投資利益 25,240

配賦不能全社損益(注) △22,353

その他の調整額 7,902

中間連結損益計算書の経常利益 2,437,728

(注) 配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社コーポレート本部の一般管理費及び営業外損益で

あります。
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(企業結合等関係)

共通支配下の取引等

当社は、2024年５月31日に、当社連結子会社であるタロトデンキ株式会社について、株式を追加取得いたしまし

た。

１．取引の概要

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 タロトデンキ株式会社（当社の連結子会社）

事業の内容 インターネットを利用した電気工事材料等の通信販売及び情報提供サービス

（2）企業結合日

2024年５月31日

（3）企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

（4）結合後企業の名称

変更はありません。

（5）その他の取引の概要に関する事項

追加取得した株式の議決権比率は30％であり、議決権比率の合計は100％となりました。2021年９月に当社

所有のタロトデンキ株式会社の株式を株式会社SUPINFへ30％譲渡いたしましたが、当社グループの将来的に柔

軟な資本政策を実現することを目的として当該取引を行ったものであります。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取

引として処理しております。

３．子会社株式の追加取得に関する事項

取得の対価 現金 60千円

取得原価 60千円

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

１株当たり中間純利益 181円67銭 177円93銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 1,537,570 1,504,668

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(千円)

1,537,570 1,504,668

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,463 8,456

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

2024年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 配当金の総額………………………………………211,688千円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………25円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年11月29日

(注) 2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月13日

藤 井 産 業 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

さ い た ま 事 務 所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 小松 聡

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 酒井 博康

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤井産業株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、藤井産業株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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